
令 和 ３ 年 ６ 月 ７ 日
産 業 労 働 局

中小企業向け融資制度の強化・充実について
~感染症の影響を受ける中小企業の資金繰り支援策を強化します~

東京都では、中小企業の皆様の円滑な資金調達を支援するため、様々な金融支援施策を実施
しているところですが、感染症の影響が長期化していることなどを踏まえ、以下の融資制度に
おいて、順次、支援の強化等を行っていきます。

【問い合わせ】 産業労働局金融部金融課

東京都中小企業制度融資： 電話 03-5320-4877

東京プラスサポート ： 電話 03-5320-4884

「東京都中小企業制度融資」の強化等 6月21日取扱開始

「新型コロナウイルス感染症対応融資」の信用保証料補助の拡充拡充

メニュー 信用保証料の事業者負担（拡充後は青字） 備　考

伴走全国 〔融資額4千万円迄〕従来 ０．２％　⇒  負担なし

〔融資額4千万円迄〕従来 １/４  　  ⇒  負担なし

〔融資額4千万円超〕従来 １/２   　 ⇒ １/４

伴走全国と伴走対応を併
せて、2億8千万円まで
利用可能伴走対応

（信用保証料補助の拡充内容）

感染症対応が長期化する中、資金繰りが必要な中小企業の借入コストを更に低減する

ため、感染症対応融資である「伴走全国」「伴走対応」の信用保証料補助を拡充します。

・取扱期間：令和３年６月21日～12月末まで

▶ 融資メニューの概要は裏面、詳細は6月21日（月）に産業労働局ホームページ（QRコード参照）で公表します。

「事業転換・業態転換等支援融資（新型コロナウイルス感染症対応）」の創設新設

感染症の影響を受けながらも、DX活用等により事業転換や事業の多角化、デリバリー

対応等の業態転換に取り組む都内中小企業を支援します。

・取扱期間：令和３年６月21日～令和４年３月末まで

（メニューの概要）

融資目標額 　１００億円

融資限度額 　２．８億円

融 資 利 率 　１．５％以内～２．２％以内   　※ テレワーク導入等に伴う優遇あり

売 上 要 件 　▲５％以上（コロナ前比）

信用保証料 　融資額8千万円迄：事業者負担なし　融資額8千万円超：事業者負担１/４

▶ 融資メニュー詳細は６月21日（月）に産業労働局ホームページ（QRコード参照）で公表します。

「東京プラスサポート」の保証料引き下げ 6月14日より順次開始

感染症の影響により厳しい経営環境下にある中小企業の借入コストを低減するため、

「東京プラスサポート」の信用保証料を引き下げます。

▶ 融資メニューの概要は裏面又は産業労働局ホームページ（QRコード参照）をご覧ください。

＜オリックス（株）保証付融資＞

内　容 信用保証料率を０．３％又は０．５％引き下げ

取扱期間 令和３年６月１４日～１０月２９日まで　※保証申込受付

＜全国しんくみ保証（株）保証付融資＞

内　容 信用保証料率を０．２％引き下げ

取扱期間 令和３年７月１日～１１月３０日まで　※融資実行



主 な 内 容 

共通事項 

〇 対   象：新型コロナウイルス感染症の影響により売上が 15%以上減少している事業者 
        ※セーフティネット 4号・5号・危機関連保証に係る区市町村の認定が必要 
         （セーフティネット 5号の場合も、売上減少は 15%以上であること） 

〇 経営支援：融資実行から 5年間、金融機関が事業者の経営改善を伴走支援 
            ※融資申請時に、事業者は経営行動計画の策定が必要 

〇 融資利率：1.5％以内～2.２%以内 

伴走全国 

● 国の全国統一保証制度 

〇 融資限度額：４千万円 

〇 信用保証料：事業者の負担なし 

伴走対応 

〇 対     象：上記「伴走全国」を利用している事業者 

〇 融資限度額：2億 4千万円 

〇 保証料補助：4千万円まで：事業者の負担なし 

4千万円超 ：事業者の負担 1/4 

 

●「新型コロナウイルス感染症対応融資」概要 （青字は拡充後）

●「東京プラスサポート」

 中小企業にとって身近な地域の金融機関（地方銀行、信用金庫、信用組合）と連携した
融資制度です。

 民間の保証機関を活用した東京都独自の仕組みであり、東京都中小企業制度融資との併
用が可能です。

概 要

利用の流れ

資金使途 　事業性資金

融資限度額 　２，５００万円以内

融資期間 　原則５年以内（特に認めた場合は７年以内）

　融資期間３年以内：　　　２．４％以内

融資利率 　融資期間３年超５年以内：２．６％以内

　融資期間５年超７年以内：２．８％以内

保証料率 　保証機関の定めるところによります


